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Ⅰ.序論
1.韓国の現行仲裁法の概観
韓国の現行仲裁法第37条第2項は、「仲裁判定の承認または執行を申請する当事者は、次の各
号の書類を提出しなければならない。ただし、仲裁判定または仲裁合意が外国語で作成されて
いる場合には、正当に認証されたハングルの翻訳文を添付しなければならない。1.仲裁判定の正
本または正当に認証されたその謄本。2.仲裁合意の原本または正当に認証されたその謄本。」と規定
している。
一方で、韓国仲裁法第39条は、「① 『外国仲裁判定の承認及び執行に関する協約』の適用を受け
る外国仲裁判定の承認または執行は、同協約にしたがい行われる。② 『外国仲裁判定の承認及び執行
に関する協約』の適用を受けない外国仲裁判定の承認または執行に関しては、「(韓国)民事訴訟法」
第217条、「(韓国)民事執行法」第26条1項及び第27条を準用する。」と規定し、韓国仲裁法第2条第1
項後文は、「第37条および第39条は、仲裁地が大韓民国でない場合にも適用する。」と規定している
ため、上記韓国仲裁法第37条第2項は、国内仲裁判定のみならず外国仲裁判定にも適用され、国連の
「外国判定の承認および執行に関する協約(United Nations Convention on the Recognition and E
nforcement of Foreign Arbitral Awards)」(以下、「ニューヨーク協約」とする)の適用を受ける外
国仲裁判定の場合には、後述するニューヨーク協約第4条が適用され、結論として韓国仲裁法37条第2
項は、国内仲裁判定ならびにニューヨーク協約の適用を受けない外国仲裁判定の承認の場合にも適用
3される1。
他方、ニューヨーク協約の適用を受ける外国仲裁判定に対して、ニューヨーク協約第4条は、外国仲
裁判定の承認執行を求める当事者が提出する書類に関して、①前条において言及された承認及び執行
を得るために、承認及び執行を申請する当事者は、申請時に次の書類を提出しなければならない。
(a)正当に署名が真正であることが証明された判定の原本または正当に証明されたその謄本2、 (b) 第2
条に規定された合意の原本または正当に証明されたその謄本、②前期判定または合意が援用される国
家の公用語として作成されていない場合には、判定の承認及び執行を申請する当事者は、その文書の
公用語の翻訳文を提出しなければならない。翻訳文は公的機関である翻訳官または宣誓した翻訳官、
外交官または領事官によって証明されなければならない」と規定されており、韓国仲裁法は、ニュー
ヨーク協約を再度条文規定として設けておらず、ニューヨーク協約にしたがうとのみ規定しており3、
上記ニューヨーク協約の条文も、やはり、韓国仲裁法の一部として直接適用されるといえよう。
2. 問題の提起
上述のとおり、韓国仲裁法は、仲裁判定の承認および執行のために提出すべき書類を二元的
に規定しており、その文言上、ただちに分かるとおり、両者は一致していない。また、ニュー
ヨーク協約を韓国仲裁法の条文規定として設けずにそのまま適用しており、上記協約第16条第1
項が、この条約は、中国語、英語、フランス語、ロシア語およびスペイン語を同等に正文とし
て扱うとしているところ4、その正文の意味が正確に翻訳され伝えられているのかという疑問が
生ずる。
韓 国 の 現行仲裁法 は 、1999年全面改正当時、国連貿易法委員会
(United Nations Commission on International Trade Law, UNCITRAL)において 1985年採択され
た国際商事仲裁に関するモデル法(Model Law on International Commercial Arbitration)(以下、
「UNCITRALモデル法」という)を全面的に受容したものであり、上記モデル法第35条第2項は、仲
1 양병회 외 8인, ｢註釋仲裁法｣, 대한상사중재원·한국중재학회, 2005, p.236(李鎬元 執筆部分). 石光現, “외국중
재판정의 승인·집행제도의 개선방안”, ｢國際私法과 國際訴訟｣제5권, 박영사, 2012, p.719.
2 “The duly authenticated original award”は、通常、正当に認証された判定原文と翻訳されているが、本
稿Ⅲ. 2.においてみるように正当に署名が真正であることが証明された判定原本と翻訳することが正確であろう。
3 목영준, ｢상사중재법｣, 박영사, 2011, p.15.
4 本稿においては、英語版を基準として概観する。
4裁判定の承認及び執行のために提出すべき書類に関して、上記ニューヨーク協約第4条と実質的に同一
に規定されており、韓国においては、上記モデル法を受容するとしながらもこれにそのまましたがわ
ないとした結果、二元的な規定を置くこととなった。一方で、UNCITRALにおいては、これに関す
る議論を継続し、2006年には、UNCITRALモデル法第35条第2項を「仲裁判定を援用したりその執行
を申請する当事者は、判定の原本またはその謄本(the original award or a copy thereof)を提出しな
ければならない。仲裁判定が該当国の公用語として作成されていない場合には、裁判所は、当事者に
該当国の公用語の翻訳文を提出せしめるよう要請することができる。」と規定することで、その提出
書類を簡素化している。これは、仲裁判定の執行に関する手続的な条件を緩和し、仲裁合意の形式に
関するUNCITRALモデル法第7条の改正事項を反映するためのものであるといわれる5。UNCITRAL
モデル法を受容した韓国仲裁法の立場からも、改正された条項を受容するのか否かについて検討する
必要性が生じることとなった。
本稿は、仲裁判定の承認および執行のために提出すべき諸書類に対して提起された意見を総合し、
韓国仲裁法の一部として、直接適用されるニューヨーク協約を正確に解釈し、その改善方案を模索す
ることを目的とする。このために、まず、韓国の現行仲裁法とニューヨーク協約上の仲裁判定の承認
および執行のために提出する書類を検討し、各国のこれに対する立法例を概観した後、現行法に対す
る批判を加え、改善方案を提起するという順番をおって議論を展開したい。
Ⅱ.韓国の現行仲裁法上、仲裁判定の承認および執行のために提出すべき書類
5 2006年に改正されたUNCITRALモデル法第7条は、選択事項1(Option 1)として ｢(1)仲裁合意は契約上の紛
争であれ関係なく一定の法律関係に関して当事者間にあらかじめ発生したりまたは発生しうるすべての紛争また
は特定の紛争を仲裁に付託する両当事者の合意である。 (2) 仲裁合意は、書面で行わなければならない. (3)仲裁
合意または契約が、口頭、行為、その他の手段によって締結されていることにかかわらず、その内容がいかなる
形態であれ、記録された場合には仲裁合意は書面でおこなう(4) 仲裁合意が書面であるという要件は、それを含
めた情報が今後これを援用するために出力することができる電子通信 (an electronic communication)によって
充足される。電子通信は、両当事者がデータメッセージ (data massages) 手段で作成したすべての通信を意味
する。データメッセージは、電子文書交換 (EDI), Eメール、電報、FAXまたは模写電送を含み、これに限定さ
れない電子的、時期的、光学的または類似した手段によって生成し発信または受信され貯蔵された情報を意味す
る。 (5) また、仲裁合意が申請書と答弁書の交換の中に含まれ仲裁合意の存在が一方当事者によって主張され
相手方によって否認されない場合、仲裁合意は書面による。(6)仲裁条項を含んだいかなる書類であれ、他の契
約において言及されている場合、その仲裁条項を契約の一部とするときには、書面による仲裁合意が成立す
る。｣と規定し、選択事項2(Option 2)において、「仲裁合意は、契約上の紛争であれ関係なく一定の法律関係に
関して当事者間にあらかじめ発生したりまたは発生しうるすべての紛争または特定の紛争を仲裁に付託する両当
事者の合意である」と規定している。この点に関する詳細は、이강빈, “국제상사중재에 관한 UNCITRAL 모델
법의 개정동향”, ｢중재연구｣제16권 제3호, 2006. 12, p.73 以下および손경한·심현주, “중재합의에 대한 새로운
고찰”, ｢중재연구｣제23권 제1호, 한국중재학회, 2013. 3, p.66 以下参照。
51.「仲裁判定の正本または正当に認証されたその謄本」
まず、正本および正当に認証された謄本の意味についてみる。文書の原本は、一定の思想を表現す
るために、最初に確定的に作成された文書であり、謄本は、原本の内容を認識することができるよう
に原本を完全に記した文書、すなわち、原本全部の写しである。謄本のうち、権限を有する者6が職務
上作成し原本と同一であることを証明したものを認証謄本といい、正本は、謄本の一種として権限を
有する者が作成し法律上原本と同一の効力を有するものをいう7。
したがって、仲裁判定の正本は、権限を有する者が仲裁判定の原本全部を複写し、正本である旨を
表示した書面として原本に代えてそれと同一の効力を有するものを意味し、正当に認証されたその謄
本は、権限を有する者が作成したものとして原本と同一である旨の文言が記載されている仲裁判定文
全部の複写しを意味する。仲裁判定に対して、認証文言を作成する権限を有する者としては、仲裁判
定部、仲裁判定部の議長仲裁人、機関仲裁の場合はその機関の事務局等、判定文管理権限者および仲
裁判定文の原本の寄託、預置、登録等の制度がある制度がある国家において下された仲裁判定の場合
には、その国家の権限を有する機関等を挙げることができる。
仲裁人の証明がある仲裁判定文およびその署名が真正である旨を公証人が認証した文書は、仲裁判
定の正本に準ずる書類とみるべきである。
2.「仲裁合意の原本または正当に認証されたその謄本」
仲裁合意の原本とは、仲裁合意が記載されている文書をいう。仲裁合意は、契約書に記載さ
れることが多いが、独立した文書に記載されることも可能であり、また交換された電報、FAX
でもよい8。要するに、仲裁合意の存在が認証される文書であればよい。これらの文書は、その
性質上、認証を要しない。
正当に認証された仲裁合意の謄本とは、権限を有する者が、原本と同一に作成された旨の文
言を記載した仲裁合意の全部の複写しをいう。仲裁合意の場合、両当事者が、ほとんど、仲裁
合意の原本を保有するため、認証された謄本を提出する必要性は少ないが、両当事者が原本の
提出を望まない場合、認証された謄本を提出することも可能である。
6 たとえば、認証をする権限を有する者としては、訴訟書類に対しては裁判所事務官等、公正証書に対しては
公証人、家族関係証明書に対しては、洞長・邑長などをあげることができる。
7 金能煥·閔日榮(編), ｢註釋民事訴訟法(Ⅴ)｣(제7판), 한국사법행정학회, 2012, p.395(김용상 집필부분).
8 韓国仲裁法第8条第3項第2号は、「手紙、電報、電信、FAXまたはそのほかの通信手段によって交換された文
書に仲裁合意が含まれている場合」も書面による仲裁合意とみている。
63.「正当に認証されたハングルの翻訳文」
仲裁判定または仲裁合意が外国語で作成されている場合には、ハングルの翻訳文を提出しな
ければならず、翻訳文は正当に認証されたものでなければならない。たとえば、外国仲裁判定
が下された国家に駐在する韓国の外交官または領事官による証明をえた翻訳文がこれに該当す
る。しかし、韓国の大法院2004. 12. 10. 선고 2004다20180判決によれば、ニューヨーク協約の適
用を受ける仲裁判定の場合、仲裁判定の承認および執行を申請する当事者が提出しなければならない
翻訳文をかならず、ニューヨーク協約が定めた厳格な形式を備えたものだけに限定されるのではなく、
仮に当事者が上記のような形式にしたがわない翻訳文を提出したとしてその内容が不実であると認め
られる場合には、その書証提出者の費用負担として専門翻訳人に翻訳を依頼する等の方法によって、
これを補完せしめることもできると判示しており、これは韓国仲裁法第37条第22項の解釈においても、
同一であるとみるべきであろう。
4. 仲裁判定文および仲裁合意書の提出と効果
仲裁判定の承認および執行を求める当事者が提出しなければならない書類は、上記3点の書類のみで
あり、仲裁判定がハングルで作成された場合には、翻訳文を除外した2点の書類を提出すればよい。こ
れらの書類により、仲裁判定とその前提となった仲裁合意の存在を証明することが求められ、かつこ
れで足りる。その他の証拠により、仲裁判定、仲裁合意の存在を立証することが許容されないが、仲
裁判定、仲裁合意の原本または謄本であることを証明するための証拠提出は認められているといえよ
う9。
前述の韓国大法院2004. 12. 10. 선고 2004다20180判決によれば、ニューヨーク協約第4条第Ⅰ項に
おいて定められた書類の提出を執行判決事件の訴えの適法要件として裁判所が職権で判断しなければ
ならない事項であることや、 両当事者間の仲裁判定または仲裁合意の存在およびその内容に関して争
いがない場合にまでその提出がかならず要求されるものとみることはできず、これは、両当事者間に
仲裁判定または仲裁合意の存在およびその内容に関する争いがある場合に、これに対する証明は単に
上記条項に定めた書類によってのみなされるという証拠方法に関する規定であるとみることが相当で
あり、しいては、ここで、原本または謄本を提出しなければならないということは必ずその実物を申
請書等に添付して提出しなければならないという意味ではなく、原本または謄本の提出に代えて、そ
9 小島武司＝高桑昭(編『注解仲裁法』(青林書院、1988)376頁(岩崎一生＝高桑昭 執筆部分)。
7の写しを提出し相手方がなんら異議を提起しない場合には、これに対し、成立認定として認めた場合
には、これは上記協約上の解釈においても、適法な原本または謄本の提出に該当するとみるべきであ
る、と判示している10。
このような法理は、韓国仲裁法第37条第2項において定められた書類の提出に関しても同一である
とみるべきである11。
上記判決において判示されたように、これらの書類の提出が執行判決事件の訴えの適法要件ではな
いため、これらの書類は、提訴後に訴訟手続において提出されてもよい。執行判決請求の訴えの提起
時に上記各書類のうち一部を提出することができなかったとしても、裁判所としては、ただちに、請
求を棄却するのではなく、一定の期間をおいて補正を命じることが妥当であろう12。
Ⅲ.ニューヨーク協約上の外国仲裁判定の承認および執行のために提出すべき書類
1. 概観
韓国において、ニューヨーク協約の適用を受ける外国仲裁判定の執行を求める場合に提出す
る書類に関しては、前述したとおり、韓国仲裁法第37条第2項が適用されず、ニューヨーク協約
第4条が直接適用される。特に、韓国仲裁法は、ニューヨーク協約を翻訳し、条文規定を設けず
ニューヨーク協約を直接適用しており、その条文の解釈が重要となる。ニューヨーク協約第4条
の英文は、 “To obtain the recognition and enforcement mentioned in the preceding article, th
e party applying for recognition and enforcement shall, at the time of the application, suppl
y; (a) The duly authenticated original award or a duly certified copy thereof; (b) The original
arbitration agreement referred to in article Ⅱ or a duly certified copy thereof. ② If the said
award or agreement is not made in an official language of the country in which the award is relied
upon, the party applying for recognition and enforcement of the award shall produce a translation
of these documents into such language. The translation shall be certified by an official or sworn
translator or by a diplomatic or consular agent.”と規定している。
10 この判決は、ニューヨーク協約が基本的に締約国の間においてお互いに他の国において成立した仲裁判定に
対する執行を容易にしようとする趣旨から出発した協約であるという点にくわえて、国際的に上記協約第4条の
要件を緩和して解釈しようとする傾向がつよいという点まで勘案して上記のように解釈している。
11 李鎬元, “仲裁判定의 執行判決節次,” ｢民事訴訟｣제9권 제1호, 한국민사소송법학회지, 2005, p.268. 김상
호, “한국에서의 외국중재판정의 승인과 집행”, ｢중재연구｣제17권 제3호, 한국중재학회, 2007. 12, p.12.
12 石光現, 前掲論文註(1), p.715.
8ニューヨーク協約以前のジュネーブ協約第4条は、外国仲裁判定の執行を求める当事者は、判定の原
本または判定が下された国家の法令の要件にしたがい正当に認証されたその謄本および判定が下され
た国家においてその判定が確定されたことを証明する書証その他証拠と、その他にも証拠がある場合
には仲裁判定がジュネーブ協約の適用を受ける判定であること、準拠法により有効な仲裁合意により
仲裁判定が下されたことと仲裁判定が仲裁合意において定められた仲裁判定部によってまたは当事者
が合意した方式にしたがって仲裁手続に適用される法令に依拠して構成された仲裁判定部によって下
されたことを証明する書証その他の証拠を提出しなければならないと規定している13。両者を比較す
ると、ニューヨーク協約は、外国仲裁判定の執行を容易にするために執行を求める当事者の負担を最
大限減らすことで、ジュネーブ協約を大幅に改善している。特に、ジュネーブ協約上要求される外国
仲裁判定の執行の実体的要件を証明する書証等を要求しないことで、執行を求める当事者が履行しな
ければならない積極的要件としての形式的、手続的な事柄のみを規定している点にニューヨーク協約
の特徴がある。外国仲裁判定の執行を求める当事者は、ニューヨーク協約第4条に規定された書類のみ
を提出することで、判定が執行を受ける資格があるという一応の証拠を提出したことになり、そのと
きより相手方が執行拒絶事由を立証する責任を負うことになる14。
このように外国仲裁判定の執行を求める当事者は、ニューヨーク協約第4条に規定された書類のみを
提出すれば足り、別途、履行すべき積極的要件はなく、より厳重な積極的要件を定めている国内法等
の規定に優先し適用されることになろう。
ニューヨーク協約第4条は、外国仲裁判定の執行を求める当事者が履行する最小限の要件であり、当
事者間の合意により、そのうちの一部を省略することはできず、また、仲裁判定または仲裁合意の謄
本を提出する場合、謄本は原本全体に対するものでなければならず、原文のうち抜粋部分に対するも
のは認められない15。
上記のような仲裁合意に関する書面を提出できない場合、外国仲裁判定の承認および執行は拒絶さ
れうる16。
13 これに対する解説として小島武司＝高桑昭(編), 前掲註(9), p.352 以下(高桑昭 執筆部分)参照。
14 李鎬元, “外國仲裁判定의 承認과 執行-뉴욕協約을 中心으로-”, ｢재판자료｣제34집, 법원행정
처, 1986, p.672. Gary B. Born, International Commercial Arbitration Volume Ⅱ, Wolters Kluwer, 2009, p.170
2.
15 Albert Jan van den Berg, The Arbitration Convention of 1958, Kluwer Law and Taxation, 1981, p.250.
16 대판 2004. 12. 10.ﾠ2004다20180判決は、ニューヨーク協約の適用が問題となる事案において当事者の一方
が外国の商事仲裁院に仲裁判定を申請し、これに対して相手方がなんら異議を提起しなかったという事情のみで
9また、ニューヨーク協約第4条において定められた諸書類の提出もやはり、韓国仲裁法第37条第2項
に定められた書類と同じく、執行判決請求の訴えの適法要件として、裁判所が職権で判断すべき事項
であったりまたは両当事者間の仲裁判定または仲裁合意の存在およびその内容に関する争いがない場
合まで、その提出が必ず要求されるものとはいえず17、これは、両当事者間に仲裁判定または仲裁合
意の存在またはその内容に関する争いがある場合にそれに対する証明は、単に上記状況に定められた
書類によってのみ行われなければならないという証拠方法に関する規定であるといえよう18。
以下、ニューヨーク協約第4条に規定された書類を順次、概観したい。
2. “The duly authenticated original award or a duly certified copy thereof”
ニ ュ ー ヨ ー ク 協 約 は 、 仲 裁 判 定 と し て 、
“The duly authenticated original award or a duly certified copy thereof”を提出することを要求して
いる。 “authentication”(形容詞は、 authenticated)は、文書である場合、その提出者が主張し作成者
が 作成 し た こ と 、 す な わ ち 、文書 の 真正 の 成立 を 証明 す る も の で あ り 19 、
“the authenticated original award”は、仲裁判定に記載された仲裁人の署名が真正であることが証明
された仲裁判定文の原本を意味し20、 “the duly authenticated original award”は、このような仲裁判
は、当事者間に上記協約の第2条に定める有効な仲裁合意があったとはいえないと判示し、外国仲裁判定の執行
を拒絶した事案である。これに対しては、大法院が上記事件において仲裁合意の書面性を否定することは、ニュ
ーヨーク協約に禁反言の法理が含まれていることを看過したものであり、誤りであるとする批判が提起されてい
る(石光現, ｢國際商事仲裁法硏究｣제1권, 박영사, 2007, p.366)。
17
Dr Peter Binder, International Commercial Arbitration and Conciliation in UNCITRAL Model Law Jurisdiction
s, Thomson Reuters, 2010, p.409.
18
Emilia Onyema, “Formalities of the Enforcement Procedure(Articles Ⅲ&Ⅳ)”, Enforcement of Arbitration Agr
eements and International Arbitral Awards-The New York Convention in Practice, Cameron May, 2010, p.606.
19 英米の証拠法上、“authentication”は広義においては、ある主張に関連した物質的な目的物と人的に関連があ
るとき、これとの関連性を認めるために充分な証拠を提出し法廷に証拠として提示することを意味し、その後、
証拠としての価値が評価されるとするが、たとえば、犯罪現場において発見された衣類の場合、犯人の所有であ
ることを証明すること、文書の場合にはその提出者が主張する作成者が作成したことであることを証明すること
を意味する( Paul C. Giannelli, Understanding Evidence(2nd Ed.), LexisNexis, 2005, p.385.
McCormick, On Evidence(4th Ed.), West Publishing Co., 1992, p.402)。 また、
Black’s Law Dictionary(6th Ed.), West Publishing Co., 1990, p.132は、
“authentication of a writing means (a) the introduction of evidence sufficient to sustain a finding that it is t
he writing that the proponent of the evidence claims it is or (b) the establishment of such facts by any other
means provided by law”とする。
20 Albert Jan van den Berg, supra note 15, p.251. Emilia Onyema, supra 18, p.608. また、石光現, 前掲論文
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定文の原本であることが正当に証明されたことを意味するといえよう。したがった、これを、「正当
に認証された判定原本」ということのみでは、認証乃至証明の対象が何であるのか明確にその意味を
伝えてはおらず、仲裁人の署名が真正であることが正当に証明された原本とすることが正確である。
“a duly certified copy thereof”は、正当に原本と同一であることが証明された仲裁判定文を意味する
ものである21。したがって、この条項において、 “authentication”は、署名に関するものであり、“cer
tification”は全体としての文書に関するものである22。
ニューヨーク協約は、これらの書類に対して、すべて、「正当に」署名が真正であることまたは原
本と同一であることが証明されたことを要求しており、これを証明する権限を有する者によって、上
記事項の証明を要求するものとみなければならず、その証明する方法は、各国の法制にしたがって異
なることがあり、具体的な証明方法を規定していないまま、正当に証明されることのみを規定してい
る23。
仲裁判定文に対して上記のとおり正当に証明する権限を有する者は、仲裁地の所在国または執行申
請を受けた国家のうち、いずれかの国家の法によって権限があれば足りる24。その権限を有する者は、
国家に応じて相違するが、大体、裁判所公務員、公証人、外交官、領事官がなることができる。した
がって、判定の執行を要求する当事者は、執行申請を受けた国家に駐在している仲裁地の所在国の外
交官または領事官に要請することもできる25。実務的には、仲裁地の所在国にある執行申請を受ける
国家の外交官または領事官による証明を受けることが安全である26。
仲裁判定文の謄本が提出された場合、常設の仲裁機関が、その原本を保管しており、その仲裁機関
の事務局が、原本と同一であることを証明する場合には、正当に証明されたものとみることができよ
註(1), p.715.
21 Black’s Law Dictionary, supra 19, p.228は、
“Certified copy. A copy of document or record signed and certified as a true copy by the officer to whose cust
ody the original is intrusted.”とする。
22 Albert Jan van den Berg, supra note 15, p. 251. 石光現, 前掲論文註(1), p.715.
23 Emilia Onyema, supra 18, p.610.
24 Emilia Onyema, ssupra 18, p.610は、従前のジュネーブ協約第4条第1項は、判定が下された場所の法によ
ってその署名が真正であることが証明されなければならないことを規定しているが、承認および執行の要求を受
けた国家の裁判所によりひろい裁量を認めるためには、そのような制限が削除されたと説明している。
25 Albert Jan van den Berg, supra note 15, p.253.
26 Albert Jan van den Berg, supra note 15, p.253. 石光現, 前掲論文註(1), p.716.
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う27。
仲裁判定の謄本の場合、上記文言の解釈上、その原本は、署名が真正であることが証明されたこと
であるのか問題となるが、正当に証明する権限を有する者によって原本のおよび同一であると証明さ
れた謄本が提出された以上、署名が真正であることが証明された原本の謄本でなくとも、上記規定上、
正当に証明された仲裁判定の謄本に該当するとみるべきであろう28。
上記のように解釈される場合、正当に原本と同一であることを証明された謄本が提出された場合に
は、別段問題が生じないが、判定原本を提出する場合には、その仲裁人の署名が真正であることを正
当に証明する負担があり、たとえば、3人の仲裁人が、国籍乃至所在地が異なる場合、仲裁判定が下さ
れた後、これを充足させるには現実的に困難があると考える。ただし、仲裁の当事者が、ほとんどの
場合、成立の真正、すなわち、署名が真正であることを認定することを予想し、実際にその証明が真
正であることを証明しなければならない場合は、稀であろう。
3. “The original arbitration agreement or a duly certified copy thereof”
“The original arbitration agreement” は 、 仲 裁 合 意 の 原 本 を 意 味 し 、
“a duly certified copy thereof”は、正当に原本と同一であることが証明された謄本を意味する。仲裁
判定の謄本を証明する者は、仲裁合意の謄本を証明することができ、仲裁合意の謄本は、公証人も証
明することができるが、公証人は、仲裁地の所在国の公証人でも、執行を求める国家の公証人でもよ
い29。
4. ニューヨーク協約にしたがった翻訳文の証明
ニューヨーク協約第4条第2項は、前文において、「前記判定または合意が援用される国家の
公用語で作成されていない場合には、判定の承認及び執行を申請する当事者は、その文書の公
用語の翻訳文を提出しなければならない」と規定し、後文において、「翻訳文は公的機関であ
る翻訳官、宣誓した翻訳官、外交官または領事官によって証明されなければならない」と規定
している。韓国においては、公的な翻訳官(official translator) または宣誓した翻訳官(sworn trans
lator) 制度が存在しない。従来、翻訳文に対しては、仲裁判定地国にある韓国の外交官または領事官
27 石光現, 前掲論文註(1), p.716.
28 Albert Jan van den Berg, supra note 15, p.257. Emilia Onyema, supra 18, p.609.
29 서동희, “外國仲裁判定의 한국내 집행과 관련된 몇가지 문제,” ｢중재｣제298호, 대한상사중재원, 2000, p.66.
12
による証明を得る方法があり、これは上記協約上の規定に合致しているといえよう。しかし、実務的
には、仲裁判定の翻訳文を外交官または領事官に証明を受け提出する場合は稀であり、公証人からい
わゆる翻訳公証を受け提出することが一般的であり、翻訳公証を受けた仲裁判定または仲裁合意翻訳
文に対しては、翻訳要件を特別に問題視しないとみることができる30。しかし、ニューヨーク協約上、
公証人は翻訳文を証明する者ではないという問題がある31。
ニューヨーク協約以前のジュネーブ協約においては、「翻訳文を要求することができる」と規定し
つつ、翻訳文はその内容が正確であるという点に対して執行を求める国家の外交官、領事官、または
公的人、宣誓した翻訳官によって証明されることを要求しているが、ニューヨーク協約は単純にこれ
らによる証明のみを規定しており、翻訳文の内容が正確であるという点に対して、証明がある場合に
限っているのではない32。また、証明の主体は、仲裁地の所在国または執行申請を受けた国家のうち、
いずれかの国家の法にしたがってであれ、権限を有しさえすればよい33。
韓国の大法院1995. 2. 14. 선고 93다53054判決もおなじく、ニューヨーク協約第4条第2項の趣旨は、
翻訳官または外交官達により仲裁判定等が直接翻訳されなければならないものではなく、これらの者
により、当該仲裁判定の翻訳文であることが証明されれば足り、上記規定において証明とは、当該仲
裁判定を翻訳した翻訳文であるという事実確認であるに過ぎず、外交官または領事官の署名が必ず必
要であるものではなく、また、その翻訳の正確性までをも証明しなければならないものではないと判
示している。
5.韓国の現行国仲裁法とニューヨーク協約の比較
上記のように、仲裁判定の執行のために提出しなければならない書類に関しては、ニューヨーク協
約第4条と韓国の現行仲裁法第37条は、若干、別異に規定している。これを比較すると、以下の表の
通りである。
一方、1985年UNCITRALモデル法第35条第2項は、仲裁判定と仲裁合意に関しては、ニューヨーク
30 김갑유 대표집필, ｢중재실무강의｣, 박영사, 2012, p.298.
31 石光現, 前掲論文註(1), p.716.
32 김상호, 前掲論文註(11), p.12. Albert Jan van den Berg, supra note 15, p.260. しかし、石光現, 前掲論
文註(1), p.716は、ニューヨーク協約第4条第2項が翻訳文の証明を要求する趣旨は、翻訳文の正確性を証明する
ことであると主張している。
33 Emilia Onyema, supra 18, p.610.
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協約と同一に規定しているが34、翻訳文に関して、単に、「正当に証明された翻訳文(a duly certified
translation)」とのみ規定され、ニューヨーク協約より要件を緩和している35。結果的に、上記モデ
ル法を受容した韓国仲裁法は、少なくとも、仲裁判定に関する限り、UNCITRALモデル法を修正し
て受容しているが、仲裁合意と翻訳文の部分はそのまま受容していることになる。
ニューヨーク協約(第4条) 韓国仲裁法(第37条第2項)
証明が真正であることが証明された判定原本または正
当に証明されたその謄本
仲裁判定正本
または正当に認証されたその謄本
仲裁合意の原本
または正当に証明された謄本
仲裁合意の原本
または正当に認証されたその謄本
(仲裁判定/仲裁合意)
公的人または宣誓した翻訳官、外国間、領事官により
証明された翻訳文
(仲裁判定/仲裁合意)
正当に認証された翻訳文
つぎに、韓国の現行仲裁法第37条第2項とニューヨーク協約第4条上、提出すべき書類を書類別に検
討する。
仲裁判定の場合、韓国の現行仲裁法は、正本を規定しているが、ニューヨーク協約は署名が真正で
あることが証明された判定原本を規定している点で異なる。ニューヨーク協約の適用を受ける外国仲
裁判定の承認を受けまたはこれを執行するためには、ニューヨーク協約にしたがい、署名が真正であ
ることが証明された判定原本を提出することが原則である。しかし、この場合、外国仲裁判定の正本、
すなわち、仲裁判定の謄本として原本と同一の効力を有することを記載し、これを証明した書面が提
出されたとしても、ニューヨーク協約第4条第1項 (a)後段の「正当に証明されたその謄本」として評
価することができる。反対に、韓国の現行仲裁法が適用される国内仲裁判定の承認および執行の場合、
仲裁判定の正本ではなく、署名が真正であることが証明された仲裁判定の原本が提出されたとしても、
これは、韓国の現行仲裁法上規定された正本に準ずるものとして取り扱わなければならない。このよ
うにみた場合、この部分に関する韓国の現行仲裁法第37条第2項とニューヨーク協約第4条は、結果的
34 上記条項の仲裁判定に関する部分の英語の原文は、
“the duly authenticated original award or a duly certified copy thereof, and the original arbitration agreem
ent referred to in article 7 or a duly certified copy thereof”であり、ニューヨーク協約の英語の正文と一致する。
35 これは、各国の実務上、差異が大きいため翻訳に関して詳細な規定を置かないこととした( Dr Peter Binde
r, supra note 17, p.410)。
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には差異がないといえよう。
仲裁合意の原本を規定した部分は、仲裁法とニューヨーク協約の比較が一致し、仲裁判定または仲
裁合意の謄本を提出する場合に関する規定は実質的に同一である。ただし、この場合、ニューヨーク
協約は、謄本が正当に証明されたことを要求するが、韓国の現行仲裁法は、謄本が正当に認証された
ことを要求する点が異なる。
翻訳文の場合には、ニューヨーク協約は、その証明の主体を、公的人または宣誓した翻訳人、外交
官、領事官に限定しているのに対し、韓国の現行仲裁法は、単純に認証のみを要求しその認証の主体
に対する制限がないため、韓国の現行仲裁法が、より広い範囲の翻訳文を認定していると考える。こ
の場合も、ニューヨーク協約は証明を要求するが、韓国の現行仲裁法は、認証を要求する点で異なる。
Ⅳ.各国の立法例
米国は、ニューヨーク協約の適用を受ける外国仲裁判定の場合、その提出書類に関してニューヨー
ク協約第4条を直接適用している36。イギリスは、1996年仲裁法第102条にニューヨーク協約第4条と
同一の趣旨の規定を置いている37。
フランスは、外国または国内仲裁において下された仲裁判定を承認執行するためには、仲裁判定の
原 本 と 仲 裁 合 意 ま た は 署 名 が 真 正 で あ る こ と が 証 明 さ れ た 謄 本
(the original award, together with the arbitration agreement, or duly authenticated copies of such
documents)を提出しなければならないと規定しているが38、仲裁判定の原本に対しては。その署名が
真正であることの証明を要求していない。フランス語によって作成されなかった場合には、フランス
語の翻訳文の提出が要求されるが、従前には、裁判所が指定した専門家の名簿にある翻訳人によって
証明された翻訳文の提出を要求してきたが、2011年に民事訴訟法を改正し、このような制限なく翻訳
36
Jack J. Coe Jr., International Commercial Arbitration : American Principles and Practice in a Global Context, T
ransnational Publishers, 1997, p.330.
37 イギリス法系である香港は、仲裁令第85条にニューヨーク協約第4条と同一の趣旨の規定を置いており、シ
ンガポールは、国際仲裁法第3条においてUNCITRALモデル法を直接適用すると規定し、別表 1(First Schedul
e)において上記モデル法をそのまま認めてモデル法第34条を直接適用している。
38 フランス民事訴訟法第4編仲裁第3章外国または国際仲裁において下された仲裁判定の承認および執行第1515
条第1項参照。
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文を提出しなければならないとのみ規定し、これを緩和した39。
ドイツは、国内外のすべての仲裁判定に対する執行申請の場合、その提出書類の要件を緩和し、仲
裁合意の提出を要求せず、仲裁判定もその原本または認証された謄本 (der Schiedsspruch oder eine
beglaubigte Abshrift des Schiedsspruchs)の提出を要求し、その認証を裁判所の訴訟手続を代理す
ることができる弁護士も行うことができると規定している40。すなわち、判定原本の署名が真正であ
ることの証明を要求せず、その謄本に対する認証のみを要求し、翻訳文に関する要件は別途規定を設
けていない。
日本は、国内外のすべての仲裁判定に対する執行申請の場合、その提出書類の要件を緩和し、仲裁
判定文の写し、当該写しの内容が仲裁判定文と同一出ることを証明する文書および仲裁判定文の日本
語による翻訳文を要求するが41、仲裁判定の署名が真正であることの証明は要求されない。翻訳文に
対する制限はなく、これはその正確性につき争いが生じた場合、その執行手続において確定されうる
からである4243。
Ⅴ.韓国の現行仲裁法に対する批判論および改善方案
1. 韓国の現行仲裁法に対する批判論
(1)二元的構成による混乱
先にみたとおり、韓国の現行仲裁法は、仲裁判定の承認執行のために提出すべき書類を、第37条に
規定しつつ、ニューヨーク協約の適用を受ける外国仲裁判定に対しては、ニューヨーク協約の定めに
39 フランス民事訴訟法第1512条第4項は、これとともに、裁判所は申請者に裁判所が指定した専門家の名簿に
ある翻訳人または国連の他の会員国、EU経済地域の締約国またはスイスの行政、司法当局が公認した翻訳人に
よる翻訳文の提出を要求することができると規定している。これに関しては、안건형·유병욱, “프랑스 개정 민
사소송법의 주요내용과 시사점,” ｢민사소송｣제15권 2호, 한국민사소송법학회지, 2011, p.108参照。
40 ドイツ民事訴訟法第10編仲裁手続第9章裁判所の手続第1064条。
41 日本仲裁法第46条第2項。
42 近藤昌昭 외 4인,『仲裁法コンメンタ―ル』(商事法務、2003)270頁、 小島武司·高桑昭 (編), 『注釈と論点
仲裁法』(青林書院、2007).278頁(高田裕成 執筆部分)。また日本における議論については、김언숙, “일본법상
외국중재판정의 승인집행―적용법규와 승인거부사유를 중심으로―”, ｢중재연구｣제20권 제3호, 한국중재학
회, 2010. 12, p.25以下参照。
43 その他の各国の立法例に関しては、A/CN.9/656 Report on the survey relating to the legislative
implementation of the Convention on the Recognition and Enforcement of the Foreign Arbitral Awards(New
York, 1958), p.14以下に掲載されている UNCITRALにおいてニューヨーク協約加入国に対し、ニューヨーク協
約第4条第1項の履行のための立法に関して調査した結果参照。
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したがうものとし、二元的に規定を設けていることにより、混乱が生じた点である。とくに、外国仲
裁判定の場合には、ニューヨーク協約が適用される場合がほぼ大部分であることが予想されるが、ニ
ューヨーク協約の適用を受けるのか否かにより、その承認および執行のために提出すべき書類が異な
るという点を間然する必要がある。
(2)仲裁判定正本と原本の提出に関して
韓国の現行仲裁法は、第32条第1項において、「仲裁判定は、書面によって作成しなければならず、
仲裁人全員が署名しなければならない」と規定し、これにしたがい同条第4項において。「作成署名
された仲裁判定の正本は、･･･各当事者に送付され、仲裁判定の原本はその送付の事実を証明する書
面を添付し、管轄法院に送付し補完する」と規定を設けている44。大韓商事仲裁院の仲裁規則第55
条も、これと同一の規定を設けている45。
しかし、大韓商事仲裁院の国際仲裁規則第35条第1項は、仲裁判定部が署名した仲裁判定文
(the written Award signed by the Arbitral Tribunal)を当事者に通知すると規定している。すなわち、
仲裁判定文に対して別途正本を作成せず、原本を各当事者に送付することにしている46。代表的な国
際仲裁機関である国際商業会議所(ICC)の仲裁規則第28条第1項も、同様に、仲裁判定部が署名した判
定文(the text signed by the Arbitral Tribunal)を当事者に通知すると規定している47。
44 韓国仲裁法によれば、各当事者が仲裁判定の正本を受ける日を基準として、その日から30日以内に仲裁判定
の訂正、解釈または追加判定を仲裁判定部に申請することができ(第34条第1項)、その日から 3ヵ月以内に仲裁
判定取消しの訴えを提起しなければならず(第36条第3項)、仲裁判定の承認および執行のためには、仲裁判定の
正本および正当に認証されたその謄本を提出しなければならない(第37条第2項)と規定している。
45 ただし、大韓商事仲裁院において2010年に発刊した仲裁法規集によれば、仲裁判定の正本を “a duly
authenticated arbitral award”と翻訳しているが、先にみたとおり “authentication”が署名が真正であることを
意味することと比べて、 “a formal copy of the award”と翻訳することが正確であろう。
46 上記国際仲裁規則上、仲裁判定の原本を、別途、管轄裁判所に送付するという規定はなく、これは、仲裁法
第32条が仲裁地が大韓民国ではない場合には適用しないことを考慮したものとみえるが、国内において上記国際
仲裁規則による仲裁が行われることもあるため (同規則第2条第4号)、この場合に上記仲裁法第32条が適用され
る問題があると思われる。他方で、同規則第35条第2項は、「仲裁判定部と事務局は、仲裁判定に追加的に要求
される形式性を具備することができように両当事者を支援しなければならない」と規定する。
47 同規則第28条は、続けて第2項において要請がある場合には、いつでも事務総長により真実であると証明さ
れた判定分の追加謄本 (Additional copies certified true by the Secretariat General)が両当事者に提供されなけ
ればならず、第5項において、仲裁判定部と事務局は、追加として、必要な手続を履行することを協助しなけれ
ばならないと規定しているこれに関する解説書として、
Michael W. Bühler and Thomas H. Webster, Handbook of ICC Arbitration(2nd Ed.), Thomson Reuters, 2008,
p.392以下、参照。
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ま た 、UNCITRAL仲裁規則第34条第6 項 は 、 仲 裁 人 が 署 名 し た 仲 裁 判 定 の 謄 本
(copies of the award signed by the arbitrators)を当事者に送付すると規定しており、シンガポール国
際仲裁センター仲裁規則28.65は、仲裁判定の証明された謄本(certified copies)を当事者に送付すると
規定している。
したがって、国内を仲裁地として、大韓商事仲裁院の国際仲裁規則や国際商業会議所の仲裁規則に
したがった仲裁が行われた場合、当事者は、仲裁判定の正本ではなく、仲裁判定の原本を受領するこ
とになり、国内仲裁判定であるその仲裁判定の承認および執行を受けるためには、韓国仲裁法第37条
第2項にしたがい、仲裁判定の正本または正当に認証されたその謄本の提出をしなければならないが、
上記各機関から受領した仲裁判定の原本をそのまま提出した場合、相手方が争ったときは、その原本
に対しその署名が真正であることを証明することをようすると解されるが、そのような証明には困難
が伴う48。
つぎに、ニューヨーク協約の適用を受ける外国仲裁判定の場合、大韓商事仲裁院や国際商業会議所
から仲裁判定の原本の送付を受けた場合には、これの承認および執行を受けるためには、ニューヨー
ク協約にしたがい、その仲裁判定の署名が真正であることを証明することを要すると解され、UNCIT
RAL仲裁規則による仲裁の場合には、単に仲裁判定文の謄本を受けるにすぎず、正当に証明された謄
本であることを立証しなければならないという問題が生じる。
上記のように、各国の仲裁法または仲裁機関により、仲裁判定の原本または正本を受領するのか、
これに対して認証乃至証明が付与されるのかが相違し、その仲裁判定の承認執行のためには、韓国仲
裁法上規定された要件を充足する必要性が生じることになるが、このような事項は、すべて形式乃至
手続上の問題として、仲裁判定の承認執行に障害となる要素といえよう。
(3)認証に対して
認証とは、権限を有する者が文書または署名や同一性などを証明することをいい、権限を有する
者は、各文書ごとに定められており、仲裁判定の場合には外交官、公証人および仲裁判定部乃至仲
裁期間の事務局等がなる。
しかし、認証に関する法制は、各国に応じて異なるため、外国における認証が、ただちに、韓国
法上の認証として認められるのではない。韓国の大法院2002. 8. 23. 선고 2000다66133判決によれ
48 ただし、この場合、大韓商事仲裁院や国際商業会議所から、同一であるという内容の証明を受け提出すれば、
韓国仲裁法第37条第2項第1号後段の正当に認証された仲裁判定の謄本として認められよう。
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ば、香港の公証人の私文書認証に対し、韓国の公証人の認証と同一の効力を認めていない49。これを、
仲裁判定の執行の場合にそのまま適用すると、外国仲裁判定に対して、その署名が真正であることや
原本と同一であることに対し、外国の公証人の認証を得たとしても、韓国法上の認証として、ただち
に認められるのではない。
このような困難を避けるためには、仲裁判定や仲裁合意の謄本を提出する場合、韓国法による認証
を意味するのか否かについての争いを防ぎ、相当の方法により証明されれば足りるということを明示
するためには、「認証」という用語より「証明」という用語を使用することが適切であろう。
また、ニューヨーク協約やUNCITRALモデル法上の“duly certified”という用語は、「正当に認証
された」というより「正当に証明された」と翻訳することが、各国に応じて証明する方法が異なるこ
とを考慮したモデル法の趣旨を、より正確に伝えることができるよう50。
(4)簡略化の必要性
仲裁判定の承認執行のために、仲裁判定または仲裁合意を提出するようにする趣旨は、その仲裁判
定または仲裁合意が有価証券のようにそれ自体に権利関係が化体しているためでなく、単に、仲裁判
定または仲裁合意が存在するということを証明するためのものであり、形式的乃至手続的な要件とし
てみなければならない51。したがって、このような形式的乃至手続的な要件を挙げて、仲裁判定の承
認または執行を拒絶することは、偏狭であるといわざるを得ない。
1985年UNCITRALモデル法制定当時にも、仲裁判定の執行のために提出すべき書類に関しニュー
49 上記判決は、原告が、書証の原本を提出せず、写しを提出し、これに対して、香港の公証人の認証を受け、
再度、香港駐在の韓国領事館領事の人を受けた場合に関し、「私署証書に対する公証人の認証制度は韓国公証人
法の規定 (第3条、第12条、第13条、第57条乃至第61条)によって資格を備えて任命された公証人がその面前に
おいて、私署証書の原本に署名捺印するようにしたり、あらかじめ署名捺印がなされた私署証書の場合には署名
捺印の嘱託人の確認または代理嘱託人の確認およびその代理権の証明などの訴訟手続を経て形成される厳格性に
基づいて原本である私署証書の真正の成立が推定されるものであり、香港の公証人が認容した書証写しの認証に
よる原本の成立認否に、上記法理が適用されるという根拠に関しては、なんら主張立証がないこの事件に韓国の
公証人の私文書認証における証拠力の法理を同様に適用することはできない」と判示している。
50 石光現, 前掲論文註(1), p, 718. 日本の仲裁法第46条第2項も「仲裁判断書の写し、当該写しの内容が仲裁判
断書と同一であることを証明する文書」と規定している。
51 仲裁判定の承認執行のために提出すべき書類に関してDr Peter Binder, supra note 17, p.409は、承認および
執行のための形式的要件(Formal requirements for recognition and enforcement)という表題のもと、
Emilia Onyema, supra note 18, p.597は、執行手続の形式的事項(Formalities of the Enforcement Procedure)
という表題のもと、説明している。
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ヨーク協約と同一の規定をしつつ、その解説においては、これは最も厳格な基準を設定しようとした
ものであり、モデル法より緩和された要件を定めることは、モデル法の趣旨に反するものではないと
されてきたが52、2006年にまたこれを大幅に改正し、その提出すべき書類に関する形式的な要件を緩
和するためのものであることを明らかにしている。
韓国法においても、これと同じく、仲裁判定の承認および執行のために必要な形式的な要件を緩和
させることで、その承認および執行を促進させるため、現行の仲裁法より提出書類を緩和する必要性
がある。
2. 改善方案
(1)提出書類の一元化
まず、仲裁判定の承認または執行のために提出しなければならない書類を、国内仲裁判定であれ、
ニューヨーク協約の適用を受ける外国仲裁判定であれ、その他の外国仲裁判定であれ、関係なく同一
に規定することが望ましい。
次の項においてみるように、提出書類を簡略化し、これをすべて仲裁判定に適用されることを韓国
の仲裁法に明示すればよいと考える53。
(2)提出書類を簡略化する方案
1)提出書類を要求しない方案
第1に、提出書類を一切要求しない方案が考えられる。提出書類を一切要求しないといっても、承認
および執行を求める当事者は、その対象である仲裁判定を特定するため、仲裁判定を提出するであろ
うし、相手方が仲裁合意の効力を争う場合には、仲裁合意が当然に提出されることになる。この方案
を採択した場合、提出書類の不備という形式的な事項によって承認および執行が拒絶されることを防
止し、その提出書類の完備およびその審査のために係る時間および経済的負担を減らすことが可能と
なる。
52 A/CN.9/264(25 March 1985) -
International Commercial Arbitration: Analytical commentary on draft text of a Model Law on Internation
al Commercial Arbitration, p.139.
53 仲裁法第37条第2項に簡略化された提出生類を規定した後、第2条において第37条がニューヨーク協約の適用
を受ける場合を含めてすべての外国仲裁判定に適用されることを規定する方式を採ればよいと考える。
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仲裁判定または仲裁合意を提出する場合、その提出方法は、「裁判所が部署を提出し、送付したと
きには原本、正本または認証がある謄本によらなければならない。」とする韓国民事訴訟法第55条第
1項にしたがい、仲裁判定または仲裁合意の原本、正本または認証がある謄本とすることができ、この
場合、その真正の成立の如何、原本の存在および原本との一致如何、翻訳文の正確性等は、通常の書
証と同一に書証の認否手続およびその形式的証拠力の立証手続を通じて、充分に、担保されることが
できよう。
先にみた韓国の大法院の判例によっても、仲裁判定または仲裁合意の原本や謄本の提出に代え、そ
の写しを提出し、相手方がこれに対して、成立認定として認否した場合、これは適法な原本または謄
本の提出に該当するとみることができ、既に、上記の判例にしたがい実務が運用されており、何ら問
題は生じないと考える。
外国判決に対する執行判決請求の場合、その外国判決の原本、正本、または認証謄本の提出は、そ
の執行のための要件でないにもかかわらず、問題なく運営されている点に照らし、仲裁判定の執行手
続においても、同じ方案を採択しても、差し支えないであろう。
2)認証または証明を要求しない方案
第2に、単純に仲裁判定または仲裁合意を提出しなければならないと規定し、改正されたUNCITRA
Lモデル法が規定するとおり、ニューヨーク協約または現行法が要求する認証または証明の要件を省
略する方案があり、この方案を採択すれば、仲裁合意の認証乃至証明による煩雑さを避けることがで
きる。
この場合にも、その実際の運営は、上記の方案でみたとおり、別段の問題がないと予想される。
3)仲裁合意の提出を要求しない方案
第3に、仲裁合意かないときは、仲裁判定がないであろうし、仲裁合意の存否に対して争いがある場
合には、当然に仲裁合意が提出されるもので、仲裁判定のみの提出のみを要求する方案が提言されて
いる54。仲裁判定の執行を求めるものであり、仲裁合意を提出しなくとも、その執行手続には、なん
ら支障がないといえる。改正されたUNCITRALモデル法とドイツ法、日本法が、これと同じ立場を
採っている。
54 石光現, 前掲論文註(1), p.720. 정선주 “우리나라의 중재법 개정방향”, p.28.(これは、2012. 12. 10. 大韓商
事仲裁院において開催された “중재 활성화를 위한 워크숍”において発表されたものであるが、本稿執筆当時、
未公刊である。
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4)翻訳文に関して
翻訳文の場合、仲裁判定の翻訳文の正確性は、各相手方当事者によって点検され、現行法上におい
ても、翻訳文の正確性の証明が要求されているものとはいえず、実務上、ニューヨーク協約の適用を
受ける外国仲裁判定の場合、その協定上、認められない公証人による翻訳文が提出されたとしても現
実的に問題が生じないとされている点を考慮すると、ドイツ法と同様に翻訳文を要求する規定をおか
ず、または日本法と同様になんら制限なく翻訳文の提出のみを要求する者と規定しても、別段、問題
は生じないといえよう。仲裁法において、翻訳文を要求しないとしても、韓国民事訴訟法第277条は、
「外国語で作成された文書には、翻訳文を付さなければならない」と規定しており、これにしたがっ
て、翻訳文を提出することになろう。
(3) 私見
先にみたように、仲裁判定の承認および執行のために提出すべき書類を一元的に規定することが
必要である点、改正されたUNCITRALモデル法を含めたすべての国家の立法が仲裁判定文の提出を
要求している点、仲裁判定および仲裁合意の認証または証明と関連し困難を伴う点、仲裁判定の存在
は、仲裁合意の存在を推定させ、仲裁合意の書面提出の如何を問わず、有効な仲裁合意が存在するの
か否かは、承認および執行の拒絶事由として、審理の対象となる点等を総合的に考慮すると、仲裁判
定の承認および執行のために提出すべき書類は、国内仲裁判定であれ、外国仲裁判定であれ、関係な
く、改正されたUNCITRALモデル法と同様に認証または証明を要求せず、「仲裁判定の原本または
その謄本」のみに限定し、仲裁合意は除外されることが望ましい。
翻訳文の場合には、その提出を要求しないとしても、韓国民事訴訟法上、その提出が要求され、仲
裁法上規定されなくとも差し支えはないが、改正されたUNCITRALモデル法と同様に翻訳文になん
ら制限を置いていないという点を明示するために、条件をつけず、翻訳文の提出を要求することがよ
いと考える。
Ⅵ. 結論
仲裁判定の承認および執行のために提出しなければならない書類は、仲裁判定の承認および
執行に関する形式的な事項であるため、これに対する審査を簡略化し、仲裁判定の承認および
執行を促進する必要が大きい。
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韓国の現行法は、仲裁判定の承認および執行のために、全体として、ニューヨーク協約にお
いて定められた書類乃至これに準ずる書類を提出することを要求しているが、ニューヨーク協
約が、たとえ、以前の仲裁に関する国際協約に比べて仲裁判定の承認および執行を求めるとき
に可及的な義務事項を減らすために制定されたとしても、1958年に制定された協約において、そ
れ以降半世紀以上にわたり国際化が進行して、その当時には想像することもできないほど全世界的な
交流と交易が行われている現在、ニューヨーク協約の定めに執着する必要はなく、実際、改正された
UNCITRALモデル法がそのように成り立っている。
韓国においても、2006年に改正されたUNCITRALモデル法にしたがい、「仲裁判定の原本または
その謄本」と単に翻訳文の提出のみを求めるよう改正することで、親仲裁政策を採用していることを
広報する効果を得るとともに、仲裁利用者に仲裁判定の承認および執行のための便宜を図ることも可
能となろう。
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